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は じ め に

研究の目的
本書は，日本建築学会建築法制委員会に設けられた「建築生産関係者と法規範

を巡る論点に関する基礎的研究小委員会」での成果をまとめたものである。この

小委員会では，建築生産に関する現行法制度が，発注者や受注者らの建築生産関

係者に対して，生産実態や法意識などの点でどのような作用を及ぼしているかを

研究課題として 2015（平成 27）年から分析を行った。現行法制度は，建築生産

での基本となる関係者間の契約等の行為を律している民法を中心とした私法，お

よび公共の福祉を確保する観点から建築物に関して一定の要求を行っている建築

基準法等の行政法から構成される。ここでは，現行法制度の基本的考え方を整理

するとともに，現行法制度が実態上建築生産関係者間の関係をさまざまに規定し

調整している点に着目し，判例や行政府による解釈文書等を基に，現行法制度の

法解釈の到達点について調査し，明らかになっている点，いまだに明らかになっ

ていない点について整理することにより，建築生産における各種行為とその関係

者に対して法的規制や法的保護などが作用する実態を明らかにすることを試みた。

建築物については，大規模なものから小規模なものまで，また用途の違いに

よって関係する法制度が対象によって異なってくるとともに建築物の生産に携わ

る人々も多様で，それぞれの人々が日々現場で扱っている事象も相当に多様であ

るが，建築生産関係者が共通の認識として持ちえる課題に絞って分析・考察を

行っている。

具体的な問題意識
建築は､ 多数の関係者によって生産され，設置されて管理される。この過程に

は利害や能力が異なる多数の関係者が参加する。このことにより関係者間でさま

ざまの問題や紛争が起こりやすい。例えば，建築の発注者は一定の経済力を基に

一定の機能を発揮する建築物を求めても，機能の発揮を検証する技術的能力に不

足する場合が多いため，出来上がった建築物と発注意図との（客観的あるいは主
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観的）齟齬などに起因する紛争が生じやすい。当然それは金銭の支払いや権利関

係の移転などの紛争に反映する。また，建築の生産や管理に当たってはさまざま

な専門領域の異なる者がさまざまな過程に参加しており，責任能力をめぐってこ

れらの紛争に巻き込まれることになる。

具体的な類型としては，まず設計契約の不適合に関する紛争が起こりやすい。

建築の設計者は，発注者の求めに応じた建築物を設計するが，そこには専門家

（建築士）としての設計者の意図も反映する。設計行為において従うべき条件に

ついての解釈ないし設計条件と設計意図との関係，あるいは設計結果についての

責任の考え方も多様で，設計行為が請負であるか委任であるかで議論があるなど

一様ではない。また，工事監理については，さらに実態と建築士法等との法制度

との間では乖離があることが指摘されている。

また，設計内容や施工内容が，公共の福祉の確保など社会的規範と合致してい

るかを検証する過程（建築確認・検査）においては，合致すべき規範（基準）をど

う解釈しどう判断するかについての議論がある。この議論は，基準の在り方や作

成過程の在り方にも波及するが，建築生産過程における経済効率性の要請と判定

者責任との狭間で十分な収束をみていないと見受けられる。

建築物を構築する者（施工者・請負者）は，多数の専門家・専門職能者を組織

して設計内容の実現を図り，多くの場合，契約不適合（瑕疵）については一義的

に責任を負うと考えられているが，与えられた設計図書と不適合との関係や組織

した関係者間での責任の分担に関する認識が一般化されていないと思われる。

建築物を使用し管理する者については，建築物を購入した者である場合は発注

者と同様の問題が発生する。また，建築物を一定の状態に保つことで事故等を防

止する管理者責任の遂行とそれを助ける点検や修理等保全の専門家との関係体制

の構築については未だ行政法の枠の中では十分には明確となっていない分野と考

えられる。このような状況のなか，検証すべき論点としては，例えば，建築物を

めぐる関係者の間での以下のような論点と，それに関する法規範について，基本

的考え方がどうとらえられ理解がされているかがあげられる。

・現行法制度の原論的整理：民法や行政法からなる現行法制度の仕組みはなぜそ

うなっているか，相互にどのような関係にあるのか

・建築の生産過程をめぐる論点：発注，設計，確認，監理，検査などの過程は何

を目的とし，どんなことが法的に期待されているのか

・建築設計や施工での契約をめぐる論点：実態からみて設計や施工での契約や法
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適用では何が課題となっているのか

・建築生産における責任論：建築生産での事故や瑕疵の責任はどう分担され，解

決されているのか

・維持管理における論点：維持管理での管理者責任の実態や規制の実態はどう

なっているのか

これらの論点について，法的枠組みの発展経緯と現状，枠組みの中で派生した

紛争の事例と争われた論点，判例，実務者の認識，識者の主張などを踏まえて整

理することにより，選定された論点についての現時点での建築実務における共通

認識，あるいは共通認識として共有されることが望ましい事実認識をまとめ，建

築生産関係者をはじめ広く一般に提供することを目的として分析・論考が作成さ

れている。

なお，本小委委員会は「基礎的」と銘打っているように，関係者間で認識を共

有すべき基本的事項の解明に重点を置くものであって個別具体の事案に深く立ち

入るよりもむしろ，個々の事案に共通する社会制度や契約等の基本的・基礎的考

え方を抽出することに力点を置いている。もとより，建築物は現場一品生産であ

るため，生産過程に参加する関係者がそれぞれの過程に対して共通の認識や見識

を持つことは，ほかの製造物と比べて難しい。戸建住宅も美術館も高層ビルも建

築物であるが，それぞれの建築に携わる建築生産関係者に見える生産の風景は大

幅に異なっている。設計図書の内容，生産体制，発注者との関係など建築生産を

取り巻く環境はさまざまである。また，発注者，受注者，販売者，購入者といっ

た立場の違いが，建築生産過程を眺める視点に影響を及ぼしやすい。このため，

例えば同じ「設計」という言葉を使っても，その意味するところ，意図するとこ

ろは，実は関係者の置かれている状況によって大きく異なっている。同じ建築関

係者でも同床異夢的なところがあり，それぞれが見ている，経験している建築生

産過程等を踏まえて発言，主張していることが多いし，違いがあることを前提に

議論を修正するということはなかなか行われにくい。京のカエルと大阪のカエル

の昔話のように自らの経験というフィルターを通した議論に陥りやすい。まして

それぞれの専門性が強まれば，いまさらほかの領域ではどうなっているのか聞け

ないということもあるだろう。このような状況を踏まえて，本研究では建築生産

過程等で共通する法制度にかかわる課題について基本的・基礎的考え方を整理し

ている。

論考は，① 建築物と民法や行政法（法規制）に関する原則，② 建築の発注・
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設計・監理・確認・検査をめぐる原則，③ 建築設計や施工の実務と契約・法適

用をめぐる論点，④ 建築生産における各関係者の責任分担，⑤ 建築物の維持管

理における論点の五つのグループに分けて整理し，現行法制度の基本的考え方や

施行にあたっての考え方などの整理・解説，判例などに基づく現時点での法解釈

の到達状況の整理，現行法制度の適用で課題のある点の指摘などを行っている。

それぞれの設問に対して，その意図を説明するとともに，設問に対する答えを記

述している。建築の初学者にとっては，建築生産過程で直面するかもしれない

さまざまな紛争などの課題に対して全体像をあらかじめとらえることができるで

あろうし，現在，建築生産に関する紛争などに直面した場合は，該当箇所を見る

ことで少なくとも法的なとらえ方など大局的な見方を得ることができると考えら

れる。いずれにしても，建築物の生産は，その建築物が何であれ社会的な行為で

あって，その関係者は法的枠組みから逃れることは難しい。それを踏まえて生産

行為と法との関係性を理解していただければ幸いである。なお，本文で引用され

ている法令はおおむね 2018（平成 30）年 4 月時点で施行されている法令に基づ

いているのでご注意願いたい。

2018 年 8 月

日本建築学会
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第1章
建築物と民法や
行政法（法規制）に
関する原則
建築物の生産のほとんどは私人間の契約に基

づき行われている。建築物を発注したり，設計
や施工したりという行為を成立させるためには
契約が必要である。生産に参加する私人は個人
であったり法人・企業であったりするが，発注
者と受注者の関係を基本として契約によって生
産活動が分担されて行われる。発注者と受注者
の関係は，仕事に対して対価を約束する債権関
係を伴う契約関係であって，その基本は民法で
示されている。
一方，建築物の持つ，現場一品生産という生
産の特殊性や空間を形成して人間活動の拠点と
して機能するという特性から，建築物は安全性
などについての社会的要請に応えるために建築
基準法を中心とした行政法（公法）の制限（法規
制）を受けている。
ここでは，民法と行政法の関係，建築の法規

制の考え方と建築生産関係者の受け止め方，建
築基準法での規制基準の策定，建築基準法の規
制をめぐる基本的考え方などの原則を整理して
いる。
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建築物はすべからく財産として価値のあるものである。ほと

んどの場合，私有財産，あるいは公的な機関の所有物であるの

で，民法上の契約によって建てられて取引されるものであるが，

こうした財に対して，なぜ行政が介入し，一定の規制を加えるのかという疑問を

持つ者もいると思われる。これは「建築物の財としての特徴」からくるものだと

いわれている。つまり，建築物はパソコンとか，自動車とか，工場で生産され，

市場で流通している生産物とは違う側面があるということである。そして公共の

福祉に反する存在として影響を及ぼす可能性があり，そのために事前にその影響

を軽減する，ないしなくするために行政法による規制が必要となるものである。

● 私益（建築主の利益）と公益（公共の福祉）とは必ずしも一致しない
建築物については，建築主の利益と公共の福祉とは必ずしも一致しない場合が

あるという特色がある。「建築の自由（財産権）」と「公共の福祉のための建築の制

限の必要性」とはしばしば対立する。建築主には，「自分の安全は自分の必要な

範囲で確保する」ことだけではなく，「周辺の市民や建築物内の利用者である不

特定多数の者の安全を確保する」ことも考えてもらわなければならない。建築主

の建物であっても，公共性の観点からも考慮すべき点があるという特色がある。

建築物に対してなぜ法規制が必要であると
考えられているのか

建築物は地上等において，常に人間の生活や生産活動とともに建設設置さ
れてきたものであり，今日において建築物は所有や売買，賃貸等の対象とな
る普遍的財である。歴史的に我が国では建築物は所有の対象であってその処
分等は自由であり，建築物の取り扱いの自由が人権尊重の確保や市民社会の
安定とともに経済活動発展の根幹的基礎となってきた。しかしその自由は公
共の福祉に反しない限りにおいてである。公共の福祉に反すると考えられる
ことが，一定の蓋然性を持って起こることが予測できる場合，予防のために
行政法によって規制することが必要となり，規制することが認められよう。
それは建築物の有する本来的な特徴に基づくものに起因することであるが，
建築物の持つ本来的特徴とは何かをここでは考察する。

Q1

A1
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とりわけ建築物は個々人の財産であるとともに社会の生産・生活を支える基盤と

なっているものでもある。災害により広範に被害を受けた場合，社会としても地

域経済が成り立たたなくなったり，コミュニティが崩壊するなどの回復が難しい

損傷を受けたりする場合もある。したがって，建築の生産プロセス自体は民法上

の契約関係の積み重ねによるわけであるが，この契約関係にすべて委ねてしまう

と，出来上がった建築物としての安全性，あるいは公益性が確保されるとは限ら

ないので，生産過程において公法上の規制が必要となってくる。

● 建物利用者らの安全性の確保（単体規定）
建築物の利用に関しては，建物所有者はもちろんであるが，そのほかの者も含

めて建物利用者の安全を確保しなければならないという考え方である。特に，劇

場，デパートのような不特定多数のさまざまな人が集まって利用する建物は，建

築基準法上，特殊建築物と定義されている。このような建物に加わるさまざまな

外力から建物の内部空間を利用する人の安全を確保することが重要である。建物

に加わる外力や荷重としては地震力，風力，自重，積雪荷重などが想定されてい

る。それから，災害時等には建物倒壊の可能性もあるので，当然，その建物の周

辺への影響も配慮しなければならない。したがって，建物所有者のことだけ考え

るのではなくて，その建物の持っている社会性，公益性も考える必要があるとい

うことであろう。

● 接地性＝外部波及効果（集団規定）
建築物の持つ接地性という特色である。建築物は，土地に定着して建てられる

ので，ほかの財のように財自体が自力，他力を問わずそのものが移動するという

ことはないものである。建築物は，単体で効果や意味を持つわけではなくて，そ

の空間が利用されるに当たっては道路，電気，ガス，水道，下水道などさまざま

なインフラとの接続関係が整備されて初めて価値を有するものである。それか

ら，建築物は日影とか高さとか，ほかの建物との相隣関係にも影響してくる。こ

れらのインフラや相隣関係との調整という意味において，建物に対する公的規制

が必要という考え方が出てくる。特に，相隣関係については，民法の規定にもあ

るが，建築基準法の規定は，あらかじめ予測可能な領域についての補完ないし特

則と理解されている。



175

お わ り に

建築生産活動やその後の管理において，建築生産関係者が心配するのは何らか

のトラブルの発生である。建築物はさまざまな関係者の協働によって作られ運営

されていくが，その間に紛争，事件，事故などが発生すると，関係者はおのずと

巻き込まれていく。そうなると好むと好まざるとにかかわらず法的な視点が求め

られてくる。建築生産や管理における法的な視点の基本的なものについて問立て

をし，それに答える形で考察したものが本書であるが，問立ては全体を網羅的か

つ系統的にとらえたというよりはむしろ，現実に出現するトラブルを踏まえて基

本的な考え方や判例などでの解釈をピンポイントで押さえるようなかたちで行っ

ている。

各考察は，それぞれ執筆者が異なることから，引用条文など考察の内容に重複

したものがあることはご容赦願いたい。また，委員会では執筆者の原稿に対し

て，「あるべき論」ではなく現況を出来るだけ偏りなく解説することを方針とし

て修正意見を加え，それらを取り入れた形で整理している。したがって，法制度

をめぐっていろいろな考え方のあるものについては，できるだけ両論を紹介する

よう心がけた。また，執筆者が建築界での一般的な状況や意見として見聞きした

ことをもとに記述している点もあるが，当然ながら側聞の域を出ていないものも

多い。表現には配慮しているつもりであるが，客観的な裏付けに欠けるのではな

いか，との批判は甘んじて受け今後の実態究明に期待したい。

なお，現行の法制度の骨格を形作る要素についての今後の議論の方向につい

て，雑駁ではあるがまとめると，①行政法の基盤となっている法適合性判断が羈

束行為とされていることを踏まえたうえでの基準（特に技術的基準）の有り方や

作られ方に関するもの，②資格制度も含めた法制度と生産活動との関係（技術等

の変動に応じた設計・監理・施工活動を行政・資格制度や契約などで法的に支え

る仕組みの有り方など）に関するもの，③建築ストック対応，④司法的判断と行

政のダイナミズムのあり方に関するもの，などが考えられる。このように，今後

とも法制度と建築生産や管理の実態との関係のなかで検討すべき課題は多い。生

産過程に参画する関係者が共通に持つべき法知識のプラットフォーム的なものは
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まだまだ実現に至っていないのが実情であり，本書の試みなどを端緒として法建

築学といったものが構築されていくことを期待したい。

建築生産関係者と法規範を巡る論点に関する基礎的研究小委員会
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